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　　　　　　　　　　　（1）
　信用の社会化のいちじるしい現代においては，手形
取引において要求される保護の対象は，個々の取引そ
れ自体ではなく，如何にしたら手形取引全体の維持・
発展をさせることができるかということに最重点が置
かれて考えられている。この要求に答えるため，手形
法は，手形に記載すべき内容の画一的定型化，手形行
為をなす原因となった取引の存否，有効無効を手形行
為の効力にかからしめない無固性などの制度を設けて
いる。そして，手形の書面性・丈言性もこれに奉仕す
るものの一つである。
　ところで通常は，手形面に表示された形式・内容に
その実体もそく応するのが常態であるが，時には両者
の間にくい違いを生ずることが起り，手形の機能が破
壊されるような病理現象を生ずることがある。手形の
偽造もその一つの場合である。手形の偽造がされた場
合，偽造者も被偽造者も手形上の責任は負わないとさ
れている。しかしまた一方では，いろいろな法規の適
用または理論づけをして，これらの者の責任を問う道
を開こうとしているのである。そこで，この研究で
は，手形の偽造から生ずる幾つかの間題に関連して，
手形の偽造の意義を考察することにしたい。
　　　　　　　　　　　（2）
　ところで，手形の偽造の意義については，判例・学
説上必ずしも一致した見解はなく，諸説が錯綜して展
開されているのである。しかしその立場は，次の二つ
に大別することができる。その一は，手形の書面性・
交言性を理由に，手形上の法律関係は手形上の記載に
よって決定すべきであり，手形外に存する資料でもっ
てこれを補充することはできないとし，偽造について
も他人が無権限で本人名義の手形行為をすればすべて
偽造となるとする見解である。その二は，手形外の資
料によって補充することのできない事項は手形債務の
内容に関するものに限られるものであって，手形上に
記載されないかまたはされ得ない事項については手形
行為の当事者間における具体的事情のもとで決定すべ
きであり，そして偽造もこの具体的事情のもとにおい
て，行為者の人格についての虚偽の外観が作り出され
た場合を偽造であるとする。前者を形式的概念と呼ぶ
ならば後者は実質的概念と呼ぶことができる。
　この手形の偽造の概念決定については，無権限の署
名の代理ないしは無権代理行為との関連で問題とされ
る。いうまでもなく手形行為は本人自身のみならず，
他人によってもなされ得る。この他人による手形行為
の形式としては，他人が代理人として本人のためにす
る旨の代理文句を手形上に記載し，代理人自身の署名
をなす場合と，他人が直接本人名義の署名をなし，行
為者の名称を表示しないでなす場合とがある。後者の
場合，他人が本人の指示にもとづきその者の手足とな
って本人名義の署名をなす場合と，他人から権限を与
えられた者が自己の意思にもとついて内容を決定し，
しかも直接本人名義の署名をするいわゆる署名の代理
の場合とがある。
　偽造と無権代理とは区別される概念である。代理形
式が手形面上に表示された場合が代理であることには
異論はなく，それが無権限な他人によってなされると
無権代理となり，その効果については法に定めがある
（手8条・77条，小M条）。　これに対し，署名の代理
の方式によってなされた手形行為の性質をめぐって代
理であるか否かは争われている。これがまた偽造概念
の決定について決定的な意味を持っている。署名の代
理の性質について，判例の大勢は，大正4年10月30日
の大審院判決が，「代理人が振出引受等の手形行為を
為すに当り，自己の名を署せず又は之に代る記名捺印
を為さずして，直接に本人の名を署し又は乏に代る記
名捺印を為すも其手形行為を以て必ずしも無効なり
と」はいえず，「何れの方法に依るも其手形行為は代
理人が本人の為めにすることを示して為したる法律行
為たるに害なく一…・故に代理の本質とも」抵しょくす
ることなし，としてから，これを代理の方法と認めて
いる。この立場は，代理における顕名主義を手形面上
に記載することが絶対的に必要であるとせず，それは
手形外において，手形授受のなされる当事者間におい
て明らかにされておればよいとするものである。この
判例の立場に対し学説は，通説が反対している。その
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理由として，手形の書面性・文言性を挙げる。すなわ
ち，代理行為は本人の意思表示ではなくして，代理人
の意思表示から成立し，ただその効果が本人に帰属す
るにすぎないものである。手形行為は書面行為であ
り，そこで要求される署名は書面上の意思表示とする
書面行為の一方式で，表意者と署名者は同一でなけれ
ばならないから，手形行為の代理というためには，代
理人自身の署名がなければならないとする。したがっ
て，手形外の事情から代理であることが明らかであっ
ても，これを代理ということはでぎず，署名の代理は
代理でないとする。そして，それは一種の表示機関な
いしは意思伝達機関による本人自身の行為，機関によ
る手形行為，本人の手形行為などさまざまに理解され
ている。したがって，署名の代理の方法で手形行為が
なされた場合，行為者が無権限であればすべて偽造と
なるとする。
　この立場に従うと，手形の授受のなされた当事者の
意思ないしは事実に反することになるのみならず，こ
の説はしばしばその実質が代理であることを認めるの
である。そして被偽造者の責任を認めるに当って，本
人からの追認を認め，また，表見代理の法理の適用を
肯定する。偽造者の責任についても，無権代理人の責
任につき規定する手形法8条の適用を肯定する説もで
てきている。このことは手形行為の書面性・文言性を
理由に，一旦否定した当事者間の手形外の事由を再び
手形の法律関係に持ち込むものである。そうであるな
らば，むしろ最初から署名の代理を手形行為の代理で
あると解することが理論的にもすっきりするし，事実
関係にもまた手形行為をした当事者の意思にも適合す
るのではなかろうか。そこで問題となる手形行為の書
面性・文言性は，手形の流通性を確保するための法技
術であるが，これを署名の代理または偽造の概念の決
定にまで持ち込まねばならないかは疑問である。手形
の書面性・文言性の適用されるべき範囲についてはな
お検討されるべき必要があると考える。手形の偽造は
無権限な署名の代理と区別され，それは実質的概念に
従って考えるべきと解する。
　　　　　　　　　　　（3）
　このように偽造を通説と異なって概念づける立場に
立って，さらにそれから生ずる被偽造者および偽造者
の責任については検討する必要がでてくる。これらの
点については後日法律論叢44巻1号に発表する予定で
ある。
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